
 

 

 

一般競争入札参加資格関係配付資料  

 

 

 

 

１  令和７年度妊娠期からのつながるしくみ体制構築事業業務委託に係る一

般競争入札について（公告）  

 

 

２  申請書等  

 

(1) 申請書等提出確認票  

(2) 一般競争入札参加資格確認申請書（第１号様式）  

(3) 一般競争入札参加資格２(3)の業務実績を証する資料（第２号様式）  
(4) 登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

(5) 直近２年分の決算報告書又は貸借対照表 

(6) 会社概要 

(7) 同種・同規模契約の履行実績（第３号様式）  
(8) 誓約書（第４号様式）  

 



                                        提出年月日      令和  年  月  日 

                    商号又は名称                             
                                        受 付 番 号               （記入不要） 

 
申請書等提出確認票  

 

No. 
 

提 出 書 類 

 

説明 

 

確認 

 

表紙 

 

 

申請書等提出確認票 

 

 

提出すべき申請書等の一覧（この

用紙です）。 

 

 

 

 

 １ 

 

 

一般競争入札参加資格確認申請書（第１号

様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 

 

 

類似業務の実施実績（第２号様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 ３  
 

 

登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

 

 

 

 

 

 

 

４  

 

 

直近２年分の決算報告書又は貸借対照表  
（原則として決算報告書を提出すること） 

  

 

５  

 

 
業務内容がわかる会社概要等 

 

  

 

 ６ 

 

 

同種・同規模契約の履行実績（第３号様式

） 

 

過去２年以内に、国（独立行政法

人、公社及び公団を含む。）又は

地方公共団体と種類及び規模を

ほぼ同じくする契約を数回以上

にわたって締結し、かつ、これら

をすべて誠実に履行した実績（資

格審査には直接関係ないが、入札

保証金関係で確認する。） 

 

 

 

 

 

７  

 

 

誓約書（第４号様式） 

 

  

※１ 沖縄県は、申請書等を公表又は無断で他の用途へは使用しないものとする。 

※２ 申請書等の作成にかかる費用は、申請者の負担とする。 

 

 

 

 



 （第１号様式） 

一般競争入札参加資格確認申請書  

 

令和  年  月  日  

  沖 縄 県 知 事        殿 

申請者 郵 便 番 号                       

住 所 又 は 所 在 地                       

商 号 又 は 名 称                       

代 表 者 職 氏 名                      印   

電 話 番 号                       

 

    令和７年度妊娠期からのつながるしくみ体制構築事業業務委託について、一般競争

入札に参加を希望しますので、下記のとおり関係書類を提出します。  
    なお、当該申請書等の内容について事実と相違ないことを誓約します。 

 

１ 公告年月日 令和７年 月 日  
２ 確認項目 ※下記に該当する場合は、チェックボックスにレ点を記載して下さい。 

（１）  過去２年以内に複数回以上国（独立行政法人 ,公社及び公団を含む

）又は沖縄県若しくは沖縄県以外の地方公共団体と、類似する業務

を実施した実績を有している。 

□はい 

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当

しない 

□はい 

（３）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始、又は民

事再生法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始の申立てをし

ていない 

□はい 

（４）暴力団排除対策における排除対象者に該当しない □はい 

 

３．提出書類 

 （１）入札参加資格２(2)の業務実績を証する資料 

 （２）登記簿謄本 

（３）直近２年分の決算報告書又は貸借対照表 

 （４）業務内容がわかる会社概要等 

 

４．一般競争入札参加資格確認 

     申請書記載責任者名： 

     電話番号     ： 

    ＦＡＸ      ： 

   ｅ－ｍａｉｌ   ： 

 

＜留意事項＞ 

 提出された申請書等のみでは資格を判断できないときは、記載責任者に連絡してヒ

アリングを行う場合がある。  
 
 



（第２号様式） 

類似業務の実施実績  
 

商号又は名称  

代表者職氏名           印  

 

 名  称  等    業  務  名 

             発  注  者 

             契約期間 

             契約金額（円） 

 

 

 

 

 業務内容  

 

 

 

 

 

 

 名  称  等    業  務  名 

             発  注  者 

             契約期間 

             契約金額（円） 

 

 

 

 

 業務内容  

 
 

 

 

 

 

 名  称  等    業  務  名 

             発  注  者 

             契約期間 

             契約金額（円） 

 

 

 

 

 業務内容  

 
 

 

 

 

 

 名  称  等    業  務  名 

             発  注  者 

             契約期間 

             契約金額（円） 

 

 

 

 

 業務内容  

 
 

 

 

 

 
備考：１．契約金額は総額を記すものとする。 

２．業務内容がわかる書類（契約書等）の写しなどを添付すること。



（第３号様式） 

同種・同規模契約の履行実績  
 

商号又は名称  

代表者職氏名           印  

 

 名  称  等    業  務  名 

             発注機関名 

             契約期間 

             契約金額（円） 

 

 

 

 

 業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名  称  等    業  務  名 

             発注機関名 

             契約期間 

             契約金額（円） 

 

 

 

 

 業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名  称  等    業  務  名 

             発注機関名 

             契約期間 

             契約金額（円） 

 

 

 

 

 業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：１．契約金額は総額を記すものとする。 

２．過去２箇年以内に、国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公

共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、か

つ、これらをすべて誠実に履行した実績について記するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 



（第４号様式） 

 

令和  年  月  日 

 

 

誓 約 書 
 

沖縄県知事 殿 

住  所 

法 人 名 

代表者名                    印 

 

 

令和７年度妊娠期からのつながるしくみ体制構築事業業務委託に係る一般競争入札

に参加申請を行うにあたり、下記のことを誓約します。 

 

 

記 

 
１ 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

 

２ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき、更生手続き開始の申し立てがな

されている者でないこと。 

 

３ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき、再生手続き開始の申し立てがな

されている者でないこと。  
 

４ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 号に規定す

る暴力団をいう。）又は暴力団員と関係を有している者でないこと。 

 

５ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。 

 

６ 労働関連法令を遵守していること。 

 

 


